
346
59
201
74

3,219
14
302

2,619

       0.34

6,834

H29年度

4,562

4,215

0

0

4,215

4,215

232
58
405
37
0
35
302

5,262

       0.70

6,331

H30年度

1,341

1,069

0

0

1,069

1,069

277
76
203
124
0
46
252

6,323

       0.80

7,301

R01年度

-8.51 -27.0

978

0

0

978

978

市民の生涯学習に対する意識向上、事業への積極的な参加・参画が増進される。

高齢者大学、子ども大学（子供たちに大
学教授等、高レベルな授業機会を提供）
、大人大学（青年向けや地域の課題に関
する講座等を開講し、地域の担い手づく
りを目指す）、市PTA連絡協議会、大人
クラブ、生涯学習推進計画策定

【平成29年度　事業内容】

高齢者大学、子ども大学（子供たちに大
学教授等、高レベルな授業機会を提供）
、大人大学（青年向けや地域の課題に関
する講座等を開講し、地域の担い手づく
りを目指す）、市PTA連絡協議会、大人
クラブ

【平成30年度　事業内容】

高齢者大学、子ども大学（子供たちに大
学教授等、高レベルな授業機会を提供）
、大人大学（青年向けや地域の課題に関
する講座等を開講し、地域の担い手づく
りを目指す）、市PTA連絡協議会、大人
クラブ

【令和元年度　事業内容】

市民の多種多様なニーズや市の政策に応じた様々な催し、
講座、教室などを開催する。市民の生涯学習の意欲を高
めるとともに、まちづくりへの参加意識を高める一助と
する。

生涯学習推進事業（政策）

市民

03

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

社会教育法

生涯学習市民協働・生涯学
習情報提供・青少年育成・
女性団体行政・学校家庭地
域の連携協力推進事業

04

共催

市民のライフステージに応じた学習機会を提供し、生涯学習の更なる普及を図るとともに、市民のまちづくりへ
の関心と市政への参加意識を高める。

01

平成30年度

イベント・行事・各種講座教室等

08 報償費
09 旅費
11 需用費
12 役務費
13 委託料
14 使用料及び賃借料
19 負担金、補助及び交付金

6．豊かな学びと創造のまちづくり

（2）生涯学習の充実

1　生涯学習

①生涯学習推進体制の確立

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市民のライフステージに応じた学習機会を提供し、「生涯学習推進体制の確立」に結びついて
いる。

年齢問わず、学校や家庭以外でも学びの機会を提供することが求められている。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

常に成果を高める工夫が考えられるため見直す余地がある。

市民の学ぶ機会を提供できなくなり、市民の学習意欲やまちづくりへの参加意識が低下してし
まう。

他の部署や団体等、連携できるものは連携するよう心掛けている。今後も同様に進めていきた
い。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

団体事務の自主運営や事業の再検証・再構築に努めており、現段階では事業費、人件費ともに
必要最小限に対応であると考える。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

ライフステージに応じた事業展開を実施している。

       8.00        8.00        0.00

       7.00        4.00        0.00
大人大学講座（4講座×3回）

       8.00        8.00        8.00

      12.00       12.00       12.00

子ども大学開催回数

大人大学開催回数

今後も市民が健康で充実した生きがいづくりの学習機会の提供をするとともに、一人一人のテ
ーマやライフスタイルに対応した、きめ細やかな「自ら学ぶ生涯学習」ができる体制づくりに
取り組む。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

生涯学習推進計画に沿って事業評価を適切に行い事業の計画的推進を図る。目標との乖離の大きい事業は早めの対策、見直しを行う。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

生涯学習推進計画に沿って事業評価を適切に行い、事業の計画的推進を図る。

回

回

     228.00        0.00        0.00

      33.00       21.00        0.00

元年度⇒35人×8回　2年度以降⇒40人×8回

4講座×3回×10人

     280.00      280.00      280.00

     120.00      120.00      120.00

子ども大学参加延べ人数

大人大学参加延べ人数

人

人



420
19
48
86

1,186
817

4,083

       0.53

6,659

H29年度

2,685

2,576

0

0

2,576

2,576

469
174
38
114

1,192
817

4,511

       0.60

7,315

H30年度

2,994

2,804

0

0

2,804

2,804

517
44
60
133

1,200
817

4,742

       0.60

7,513

R01年度

-1.17 -7.44

2,771

0

0

2,771

2,771

各種青少年教育事業を実施することにより、自然体験や集団での宿泊など貴重な体験をとおして、自主性、創造
性、協調性などを育む機会となっている。また、各地域の特性を活かした事業展開は、ふるさとを愛しふるさと
を担う人づくりに寄与しているものと考える。

地域の担い手育成のため、成人式実行委員会、高校生会の
自主的活動を支援する。あわせて大人クラブとの連携を探
る。

青少年育成かすみがうら市民会議支援、
青少年相談員活動、成人式及び成人式実
行委員会活動の支援、家庭の教育力充実
事業、子ども会育成連合会への助成・活
動支援、ガールスカウト助成

【平成29年度　事業内容】

青少年育成かすみがうら市民会議支援、
青少年相談員活動、成人式及び成人式実
行委員会活動の支援、家庭の教育力充実
事業、子ども会育成連合会への助成・活
動支援、ガールスカウト助成

【平成30年度　事業内容】

青少年育成かすみがうら市民会議支援、
青少年相談員活動、成人式及び成人式実
行委員会活動の支援、家庭の教育力充実
事業、子ども会育成連合会への助成・活
動支援、ガールスカウト助成

【令和元年度　事業内容】

青少年健全育成団体の活動支援の実施。青少年の様々な体
験学習の企画実施。

青少年育成事業（政策）

青少年、成人

05

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

青少年相談員設置規則

生涯学習推進事業　生涯学
習市民協働事業　女性団体
行政事業　学校家庭地域の
連携協力推進事業

04

共催

学校、家庭、地域が一体となって、青少年の豊かな感性、社会性、創造性を培う事業を展開し、次代を担う青少
年を健全に育成する。

01

平成30年度

その他

08 報償費
09 旅費
11 需用費
12 役務費
13 委託料
19 負担金、補助及び交付金

5．未来を担う若者を育むまちづくり

（2）社会性豊かな青少年の健全育成

1　青少年育成

②青少年健全育成活動の促進

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

青少年の豊かな感性、社会性、創造性を培うという目的は「青少年の健全育成活動の促進」に
結びついている。

学校、家庭以外である「社会教育」の分野において市が実施することが妥当な事業である。県
や生涯学習センター等との事業の棲み分けについては今後も考慮していく。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

「地域の子どもは地域で育てる」という意識啓発活動を更に取り組み、市民総ぐるみでの青少
年健全育成の充実を図る。

青少年健全育成のために、家庭、教育、地域が連携して行う事業が少なくなり、青少年が地域
の社会活動に参加する場をなくしてしまう。

他の部署や団体等、連携できるものは連携するよう心掛けている。今後も同様に進めていきた
い。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

団体事務の自主運営や事業の再検証・再構築にも努めており、現段階では、事業費、人件費と
もに必要最小限の対応であると考える。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

ライフステージに応じた社会教育事業の展開に努めている。

       8.00        5.00        0.00

       5.00        8.00        0.00

自主的な成人式を目指して企画会議を行う

総会⇒1、定例会⇒7

       6.00        6.00        6.00

       5.00        5.00        5.00

成人式実行委員会会議数

高校生会会議数

ジュニアリーダーから高校生会、成人式実行委員会へ更には大人クラブへと地域のリーダー育
成に努めるとともに、地方創生の一助となるような政策展開に努める。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

若年世代の事業参加を促し、地域の担い手育成のため年代ごと団体の連携を図る。一部内容を見直した家庭の教育力充実事業について
は、事業目的に沿った事業運営を進める。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

事業内容が多様となることから、関係団体との連携を密にしながら、事業の充実を図る。

回／年

回／年

       2.00        2.00        0.00

      11.00        9.00        0.00

オリジナル企画を成人式に実施

自主企画1＋ボランティア協力9→（実績）会議以外で9回

       1.00        1.00        1.00

      10.00       10.00       10.00

成人式実行委員会独自の企画数

高校生会の自主企画とボランティア協力の数

企画

回



700

4,776

       0.62

5,476

H29年度

700

700

0

0

700

700

700

1,880

       0.25

2,580

H30年度

700

700

0

0

700

700

700

1,976

       0.25

2,676

R01年度

0.00 0.00

700

0

0

700

700

男女共同参画の観点から必要な事業ではあり、地域に密着した自主事業の拡大により新規加入者の増加が見込ま
れる。

地域女性団体連絡会600,000円
女性団体代表者連絡協議会100,000円

地域女性団体連絡会及び女性団体代表者
連絡協議会の補助金交付と支援

【平成29年度　事業内容】

地域女性団体連絡会及び女性団体代表者
連絡協議会の補助金交付と支援

【平成30年度　事業内容】

地域女性団体連絡会及び女性団体代表者
連絡協議会の補助金交付と支援

【令和元年度　事業内容】

女性の自立と社会参加を図り、明るい家庭、住みよい地域
社会づくりのための活動を行う、地域女性団体連絡会や女
性団体代表者連絡協議会等の女性組織の活動を支援する。

女性団体行政事業（政策）

地域女性団体連絡会、女性
団体代表者連絡協議会

07

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

男女共同参画社会基本法

市事業費助成型補助金等交付要綱

生涯学習推進事業　生涯学
習市民協働事業　生涯学習
情報提供事業　学校家庭地
域の連携協力推進事業

04

共催

女性の自発的な活動を通して自己の資質の向上と女性団体の相互の連携を図り、地域社会の発展に寄与する。

01

平成30年度

負担金

19 負担金、補助及び交付金

7．みんなでつくる連携と協働のまちづくり

（2）市民活動の支援

1　男女共同参画

②女性の社会参画への支援

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

女性の自発的な活動のサポートや女性団体の相互の連携に努めることは「男女共同の参画の推
進」に結びついている。

成人の女性を対象に市が実施することが妥当な事業である。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

現在も実施しているが、地域づくりの担い手という意識を持ってもらうプログラムを増やして
いく。

かすみがうらマラソンなどでボランティアとして市の催しに協力しており、影響は大きい。ま
た、市全体を見た場合、男女共同参画関係の団体があまり見受けられない。

市民協働課との連携はできると考える。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

必要最小限の経費である。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

成人の女性というライフステージに応じた社会教育事業の展開は必要である。

      19.00       15.00        0.00

       5.00        9.00        0.00

      20.00       20.00       20.00

       5.00        5.00        5.00

地域女性団体連絡会活動事業数

女性団体代表者連絡協議会活動事業数

地域女性団体連絡会や女性団体代表者協議会の活動及びその下部組織の活動も成果を上げてお
り、今後も継続して活動を後押ししたい。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

市民協働、男女共同参画、地域づくりの中心的担い手として関係各課と連携し活動支援をしていく。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

市民協働、男女共同参画の担当課をはじめ、関係団体との連携を図りながら充実した活動ができるよう支援していく。

事業

事業

     680.00      534.00        0.00

     765.00      721.00        0.00

地域女性団体連絡会が主催・参加した事業における参加者数

女性団体代表者連絡協議会が主催・参加した事業における参加者数

     900.00      950.00    1,000.00

     750.00      750.00      800.00

地域女性団体連絡会年間事業参加者数

女性団体代表者連絡協議会年間事業参加者数

人

人



42
491

3,929

       0.51

4,462

H29年度

1,179

533

0

257

276

533

60
682

5,262

       0.70

6,004

H30年度

961

742

0

393

349

742

76
885

5,533

       0.70

6,494

R01年度

29.51 0.00

961

0

623

338

961

少子高齢化の時代の中、参加する地域の子供たちにも、講師やスタッフとして関わる地域の住民にも、「地域の
子どもは地域で育てる」という意識が芽生える。

下稲吉東小学校（放課後子ども教室年8
回開催（委託））、下稲吉中学校（放課
後子ども教室年48回開催（委託））、
下稲吉中地区（土曜日の教育支援体制等
構築事業年52回開催（委託））、霞ヶ浦
中地区（土曜日の教育支援体制等構築事
業年17回開催（委託））

【平成29年度　事業内容】

下稲吉中地区（放課後子ども教室年11回
開催（委託））、下稲吉中学校（放課後
子ども教室年44回開催（委託））、
下稲吉中地区（土曜日の教育支援体制等
構築事業年48回開催（委託））、霞ヶ浦
中地区（土曜日の教育支援体制等構築事
業年23回開催（委託））

【平成30年度　事業内容】

下稲吉中地区（放課後子ども教室開催（
委託））、下稲吉中学校（放課後子
ども教室開催（委託））、下稲吉中地区
（土曜日の教育支援体制等構築事業開催
（委託））、霞ヶ浦中地区（土曜日の教
育支援体制等構築事業開催（委託））

【令和元年度　事業内容】

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保するとと
もに、学びの場として放課後子ども教室を開催する。

学校家庭地域の連携協力推進事業（政策）

下稲吉中地区、霞ヶ浦中地
区児童生徒

09

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

社会教育法、児童福祉法

生涯学習推進事業　生涯学
習市民協働事業　生涯学習
情報提供事業　女性団体行
政事業

04

共催

放課後や土曜日に小学校の余裕教室等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域
の方々の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組を実施し
、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する。

01

平成30年度

補助事業

08 報償費
13 委託料

5．未来を担う若者を育むまちづくり

（2）社会性豊かな青少年の健全育成

1　青少年育成

②青少年健全育成活動の促進

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民との交流活動に取り組むこと
は「青少年の健全育成」に結びついている。

県補助を受けて実施する事業であり妥当である。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

必要に応じて、千代田中地区においても地域団体等へ委託して事業展開し、ボランティアの発
掘、育成をしていく余地はある。

子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）がなくなってしまうことや、地域住民の「地域
の子どもは地域で育てる」という意識が薄れていく可能性がある。

類似で、放課後児童クラブ事業があるが、放課後子ども教室とは事業の趣旨及び体系において
差異があるため統廃合できない。「放課後子どもプラン」の方針に基づき、一部、連携型方式
を目指している。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

現在の下稲吉中及び霞ヶ浦中地区においては行政職員は、県補助申請等のサポートが中心であ
り、これ以上の削減の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

ライフステージに応じた社会教育事業の一環であり、生涯学習全体において公平・公正である
。

      56.00       55.00        0.00

      69.00       71.00        0.00

学習支援70回→（実績）下稲吉中44回、いなよしチャレンジ広場11回

いなよし学習広場44回、寺子屋運武館24回→（実績）いなよし学習広場48回、寺子屋
運武館23回

      70.00       70.00       70.00

      61.00       68.00       68.00

放課後の学習支援の年間開催数

土曜日の学習支援の年間開催数

「地域の子どもは地域で育てる」という考え方に基づき、同事業が普及するように事業展開し
ていく。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

霞ヶ浦地区で始まった土曜日の学習支援事業「寺子屋運武館」を自主運営を目指し支援する。下稲吉地区での放課後、土曜日学習支援
については安定期を迎えていることから事業が長期継続できるよう市民協働の関係で支援協力していく。千代田地区での事業実施に向
けた検討を進める。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

学習支援等の事業が継続できるよう支援していくとともに、講師となるボランティアとの連携を図りながら内容を充実していく。

回

回

   1,214.00    1,314.00        0.00

     881.00      743.00        0.00

参加延べ人数1,700人→（実績）下稲吉中1,086人、いなよしチャレンジ広場228人

参加延べ人数1,200人→（実績）いなよし学習広場415人、寺子屋運武館328人

   1,700.00    1,700.00    1,700.00

   1,100.00    1,200.00    1,200.00

放課後の学習支援の年間の参加延べ人数

土曜日の学習支援の年間の参加延べ人数

人

人



1,200

1,618

       0.21

2,818

H29年度

1,200

1,200

0

0

1,200

1,200

1,200

5,262

       0.70

6,462

H30年度

1,200

1,200

0

0

1,200

1,200

1,200

5,533

       0.70

6,733

R01年度

0.00 0.00

1,200

0

0

1,200

1,200

市政への参加意識の向上を図り、地域づくりの担い手の発掘・育成の機会となる。

市民有志で構成する「ふれあい生涯学習
フェア実行委員会」による事業計画の検
討、策定と「ふれあい生涯学習フェア」
の運営

【平成29年度　事業内容】

市民有志で構成する「ふれあい生涯学習
フェア実行委員会」による事業計画の検
討、策定と「ふれあい生涯学習フェア」
の運営

【平成30年度　事業内容】

市民有志で構成する「ふれあい生涯学習
フェア実行委員会」による事業計画の検
討、策定と「ふれあい生涯学習フェア」
の運営

【令和元年度　事業内容】

社会教育だけでなく、スポーツ、文化、公民館、図書館、
博物館及び関係団体を含めた生涯学習全体のメインイベ
ントで、１年間に取り組んできたことを発表する場とし
て「ふれあい生涯学習フェア」開催。また、毎年テーマ
を決め、当日だけに留まらず関連イベントや児童・生徒
絵画募集等を行うなど参加者（関係者）を増やすと同時
に、市民に生涯学習事業を周知する機会とする。

生涯学習市民協働事業（政策）

市民

10

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

社会教育法

生涯学習推進事業　生涯学
習情報提供事業　女性団体
行政事業　青少年育成事業

04

共催

市民協働事業として、市民と行政が一体となって、密接な関係を築きながら、一つのもの（イベント）を作り上
げていく中で、市民にはまちづくりへの関心と市政への参加意識の向上を図り、地域づくりの担い手の発掘・育
成の機会とし、職員には本音の部分の市民の考えやニーズを掌握する機会とする。

01

平成30年度

イベント・行事・各種講座教室等

13 委託料

6．豊かな学びと創造のまちづくり

（2）生涯学習の充実

1　生涯学習

②生涯学習機会の提供と生涯学習団体への支援

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市民と行政が一体となってイベントを作り上げていくことは「生涯学習機会の提供と生涯学習
団体への支援」にもつながる。

豊かな心を育む文化教育の面において市が関与することは妥当である。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

平成27年度からの新規事業のため、成果を向上させる余地がある。また、実行委員による企画
運営によることも多く、毎年協議を重ねながらブラッシュアップしていくものである。

文化面においては、文化協会団体の発表・出展の機会でもあり、生きがいを持って活動してい
る市民にとって大変貴重な機会である。

観光的なイベントとのコラボも可能であるが、発表団体数が限られてくる可
能性があることや、実行委員との市民協働としての側面が薄れることが危惧される。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

実行委員を中心に文化協会等の関係団体が協力したり、毎年、テーマを決めて内容を工夫する
などして事業を実施しており、これ以上の削減の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

幅広いライフステージに応じた講座・イベントの発表の機会であるため公平・公正である。

      26.00       26.00        0.00

      10.00        6.00        0.00

      26.00       28.00       30.00

       8.00        8.00       15.00

ふれあい生涯学習フェア実行委員会会員数

ふれあい生涯学習フェア実行委員会議数

実行委員との連携を深め、市民協働パートナーとしての事業展開を目指す。また、参加
する喜びを共有する参加者・参加団体数が増加するような工夫が必要である。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

市民協働の関係で進めている「ふれあい生涯学習フェア」も4年を経過し、大きな成果が出ている。更なる実行委員及び参加者拡大を
進める。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

個々の活動の発表の機会として、ふれあい生涯学習フェアを継続していくとともに、参加者拡大に努める。

人

回

   4,700.00    4,700.00        0.00

     134.00      142.00        0.00

スポーツフェア含む

（実績）生涯学習フェア117団体、スポーツフェア25団体⇒142団体

   5,000.00    5,000.00    5,000.00

     130.00      130.00      130.00

ふれあい生涯学習フェア参加者数

ふれあい生涯学習フェア参加団体数

人

団体



356
19

1,002

       0.13

1,377

H29年度

436

375

0

0

375

375

356
27

2,631

       0.35

3,014

H30年度

453

383

0

0

383

383

428
86

2,766

       0.35

3,280

R01年度

34.20 13.46

514

0

0

514

514

生涯学習の情報や提供により地域住民に教育の機会均等の充実が図れる。

生涯学習推進事業の中に含まれていた内容を取り出し、27
年度からの新規事業とした。新たな生涯学習ファンを増や
すため、生涯学習HPの拡充（更新回数とアクセス回数の大
幅増）とマナビィかすみがうらの発行回数を2回から4回に
増やした（従来の講座チラシ（年２回）に広報版（年２回
を加えた）。

生涯学習事業情報誌「マナビィかすみが
うら」の発行、生涯学習推進人材バンク
、生涯学習ホームページを活用した事業
展開

【平成29年度　事業内容】

生涯学習事業情報誌「マナビィかすみが
うら」の発行、生涯学習推進人材バンク
、生涯学習ホームページ・ＳＮＳを活用
した事業展開

【平成30年度　事業内容】

生涯学習事業情報誌「マナビィかすみが
うら」の発行
生涯学習推進人材バンク
生涯学習ホームページ・SNSを活用した
事業展開

【令和元年度　事業内容】

生涯学習情報誌「マナビィガイド」や生涯学習ホームペー
ジにより、事業参加者の募集や各種催しの周知及び実施し
た事業の紹介などを掲載し、多くの市民に生涯学習に興味
と関心を持ってもらうきっかけづくりとする。また、多様
化する生涯学習ニーズに対応できるよう、教えたい市民を
学びたい市民に紹介する「生涯学習推進人材バンク」の推
進に努める。

生涯学習情報提供事業（政策）

市民

11

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

なし

生涯学習推進事業　生涯学
習市民協働事業

04

行政主体

生涯学習関係各部署が連携し、市民の「学びたい」「教えたい」という気持ちに応えられるような生涯学習情報
を提供するシステムの整備拡充に努める。

01

平成30年度

広報・啓発

11 需用費
12 役務費

6．豊かな学びと創造のまちづくり

（2）生涯学習の充実

1　生涯学習

④生涯学習情報の提供

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

市民の「学びたい」「教えたい」に応えるため情報提供し、生涯学習課の事業の推進に大いに
寄与することで政策体系に結びつく。

生涯学習課の事業を実施するに当たって情報提供は必須のものであり、市が行うのは妥当であ
る。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

教育委員会のホームページや若者への情報提供のためのSNSを活用し、さらに数多くの情報の
発信を
行う余地はある。

生涯学習の情報提供により、地域社会の中で市民が様々な教育的影響を受ける。

市のホームページのトップページからのリンクなどを連携することで、さらに成果をが見込め
る。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

必要最小限の経費により労力をかけ情報提供に努めている。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

幅広い年代層に情報提供が行き渡るよう、学校配布、各戸配布、ホームページ等を利用してい
る。

     226.00      135.00        0.00

      28.00       47.00        0.00

生涯学習課ホームページ「マナビィかすみがうらWeb」の事業情報を随時更新。
     200.00      200.00      200.00

      55.00       55.00       55.00

生涯学習ホームページ更新回数

生涯学習推進人材バンク登録者数

多くの市民の方が、より一層生涯学習への興味と関心を持てるよう生涯学習課のSNSを活用し
、創意工夫をした事業展開を目指す。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

更新回数は目標値を超えなかったもののフレッシュな話題を提供することで閲覧数が大きく目標値を超えた。今後は更なる情報のリア
ルタイム化や若年層への情報発信、周知強化に向けＳＮＳの活用を強化した事業展開を進めていく。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

現在の情報発信に加え、今後は若年層への情報発信、周知に向けＳＮＳを活用した事業展開を更に進めていく。

回

人

  19,543.00   25,074.00        0.00

      22.00       26.00        0.00

  10,000.00   10,000.00   10,000.00

      30.00       40.00       40.00

生涯学習ホームページアクセス回数

生涯学習推進人材バンク利用件数

回

件



3
1,000

1,464

       0.19

2,467

H29年度

1,005

1,003

0

0

1,003

1,003

0
1,000

1,504

       0.20

2,504

H30年度

1,005

1,000

0

0

1,000

1,000

5
1,000

1,581

       0.20

2,586

R01年度

0.50 0.00

1,005

0

0

1,005

1,005

市民の自主的な文化活動を支援しながら、豊かで彩のある文化を創造することができる。

文化協会加盟団体や加盟人数の減少に伴い、その対策とし
て28年度から新規会員募集のための文化団体主催講座の支
援、働きかけや、公民館と連携して、当初からサークル化
をを目指した講座の開講に取り組んでいる。

文化協会への補助金の交付と活動支援。
文化団体及び文化芸術愛好者への展示、
発表機会及び情報の提供。

【平成29年度　事業内容】

文化協会への補助金の交付と活動支援。
文化団体及び文化芸術愛好者への展示、
発表機会及び情報の提供。

【平成30年度　事業内容】

文化協会への補助金の交付と活動支援。
文化団体及び文化芸術愛好者への展示、
発表機会及び情報の提供。

【令和元年度　事業内容】

文化団体を育成し、文化協会が実施する各種事業及び活動
を支援する。また、文化団体及び芸術愛好者に情報を提供
する。

文化芸術振興事業（政策）

文化協会及び加盟団体　文
化芸術愛好者　市民

07

対象

01
10

継続　（　　  年度～　）

市事業費助成型補助金等交付要綱

ふれあい生涯学習フェア

04

市民主体

　創作・発表意欲の向上、市民文化意識の高揚を図るため、文化団体及び愛好者育成及びその活動を支援
する。

03

平成30年度

負担金

11 需用費
19 負担金、補助及び交付金

6．豊かな学びと創造のまちづくり

（3）地域文化の継承と創造

1　地域文化

③芸術・文化活動の推進

生涯学習課

社会教育担当

政策経費



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

文化・芸術団体の活動を支援することは「芸術・文化活動の推進」に結びつく。

豊かな心を育む教育において、市が推進する必要がある。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

文化協会の自主的な活動が進む一方で、団体によっては高齢化による会員による会員の減少が
あり、若い会員を増やす各種講座を開設し、サークル活動へ促す事業展開が必須である。

文化活動が縮小すれば、日常の活動として生きがいを持っている市民に影響がある。

生涯学習推進事業や公民館活動事業との連携が可能。かすみがうら市を文化都市として位置付
けるためにも事業を推進する必要がある。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

文化協会加盟団体数及び会員数を拡充し、市民の意識の高揚と文化活動の振興を図るため削除
はできない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

文化協会は、ダンスなど若年層を中心の団体から高齢者の多い団体などが加盟しており、今後
も幅広い年代に加盟していただけるよう努めていく。

      20.00       20.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

会員数の減少を食い止めるため支援する。
       5.00        5.00       20.00

       0.00        0.00        0.00

文化協会加盟団体主催講座の開講団体数

生涯学習課内外の事業や団体と、文化団体の推進に寄与するため、連携を強化する。また、文
化団体の作品等の発表・展示場所一覧を把握するなど、事務局として工夫する。

生涯学習課長　仲澤　勤
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

文化協会加盟団体や人数の減少対策として、サークル化を目指した公民館講座を開講することや文化団体自主講座の支援、発表機会の
提供など継続支援していく。

教育部長　田崎守一
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

引き続き関係団体の取り組みを支援していく。

団体

      58.00      -20.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

      15.00       25.00       50.00

       0.00        0.00        0.00

文化協会加盟者数　前年比較増減 人


